
長期優良住宅の普及の促進に関する法律に係る認定基準の制定について 
 

令和４年１１月７日 

都 市 部 建 築 指 導 課 

 
１ 対象審査基準と制定改廃の別 
  長期優良住宅の普及の促進に関する法律に係る認定基準の改正 
 
２ 背景 
  長期優良住宅の認定促進による住宅の質の向上等を図るため、長期優良住

宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号。以下「法」という。）

が住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のための長期優良住宅の普及の

促進に関する法律等の一部を改正する法律（令和３年法律第４８号。以下「改

正法」という。）により改正され、令和４年２月２０日から施行されました。 
  改正法の施行に伴い、新たに自然災害による被害の発生の防止又は軽減の

配慮に関する基準（法第６条第１項第４号）が追加され、地域の実情を踏まえ、

自然災害のリスクに応じ、市が定めることとされており、基準を策定する必要

があります。 
 
３ 対応方針 
（１）法第６条第１項第３号の居住環境に係る基準について、以下のとおり、新

たに基準を定めます。 
  ア 申請に係る建築物が、地区計画区域内又は景観計画区域内である場合

で、届出をしていること。また、勧告を受けていないこと。 
  イ 申請に係る建築物が都市計画法の促進区域、都市計画施設の区域、市街

地開発事業の区域の各区域内に建築されるものではないこと。 

（２）法第６条第１項第４号に係る基準として、国の基本的な方針※１に基づき、

原則として認定を行わない区域として以下の区域を定めます。 
  ア 地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項に規定する

地すべり防止区域 
  イ 急傾斜地の崩壊における災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項に規定する急傾斜地崩壊危険区域 
  ウ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

（平成１２年法律第５７号）第９条第１項に規定する土砂災害特別警戒



区域 
  エ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第３９条第１項に規定する災

害危険区域 
（３）法第６条第１項第３号及び同４号の基準への適合状況に関し、認定申請書

に添付する書面を定めます。 
（４）本審査基準について令和４年１２月１日から施行します。 
※１ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第４条第１項の規定に基づく、長期優良住宅の

普及の促進に関する基本的な方針（平成２１年国土交通省告示第２０８号）最終改正：令和３

年１０月２０日改正公布 

 
４ 政策内容 
  長期優良住宅の普及及び認定事務の円滑化のため、審査基準を定めます。 


